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研究成果の概要（和文）：本研究では ICT 産業における情報革命の一躍を担う product & service 
innovation がいかなるプロセスで生み出されるかというメカニズムを明らかにし
た。”Knowledge Innovators”が新たなビジネスモデル創造のための”Co-creation”と ICT
産業全体の”Co-evolution”を推進し、ダイナミックな”ビジネスエコシステム”という
Business model innovation を推進することを実証した。 
 
研究成果の概要（英文）：This research clarified the mechanisms involved in bringing about 
the product and service innovation processes that lie at the heart of the information 
revolution in the ICT industry. “Knowledge innovators (platform, application and 
contents”) encourage “co-creation” to bring about new business models, and promote 
“co-evolution” throughout the entire ICT industry to nurture the dynamic business 
ecosystems of business model innovation. 
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１．研究開始当初の背景 
企業が ICT(Information & Communication 
Technology：情報通信技術)によるイノベー
ションプロセスを企業戦略の中に組み込み
新たなビジネスモデルを創出していく考え
方は今後益々重要な課題となる。例えば世界
の ICT 産業で最も影響力の大きい Google や
Yahoo などの検索・広告ビジネスや Apple の
i-pod に代表される音楽配信ビジネスさらに
は日本発・世界初のビジネスモデルである
NTT DoCoMo の i-mode によるモバイルインタ

ーネットサービス、Sony の PlayStation や任
天堂の DS & Wii によるゲームビジネスなど
は、ICT の開発という技術的側面(製品イノベ
ーション)だけでなく新市場の創造という新
たなマーケティングによるサービスイノベ
ーションの結果でもある。更に近年の環境問
題を背景として、世界の大手先進企業では二
酸化炭素削減の手段として ICT を活用した
様々なビジネスソリューションを開発・導入
し、オペレーションの効率性追求だけでなく
新たなワークスタイル導入に向けての新た

機関番号：３２６６５ 

研究種目：基盤研究（Ｃ） 

研究期間：2009～2011   

課題番号：２１５３０３６２ 

研究課題名（和文） ＩＣＴ産業における共進化経営に関する研究 

 

研究課題名（英文） Co-evolution model through business innovation in ICT industry 

 

研究代表者 

児玉 充（KODAMA MITSURU） 

日本大学・商学部・教授 

 研究者番号：90366550 

 



 

 

な ICT 市場が急速に立ち上がりつつある。 
申請者の問題意識は ICT産業におけるビジ

ネスイノベーションがどのようなプロセス
で生み出されるかというメカニズムを理論
的かつ実証的に明らかにすることにある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は ICT 産業におけるビジネスモ
デルイノベーション (例えば、製品・サービ
スイノベーション)がどのようなプロセスで
生み出されるかというメカニズムを「共創
化」および「共進化」モデルという視点から
理論的かつ実証的に明らかにすることであ
る。この研究目的のために申請者はマクロな
企業行動というブラックボックスを開け、組
織内外の実務家の思考と行動に着目し、戦略
形成、組織構造、組織文化、リーダーシップ
そして ICT の開発・導入・活用プロセスとい
うミクロな分析と考察から新たな理論的フ
レームワークの導出と事例研究やアンケー
ト調査を通じた新たなフレームワークの実
証研究を推進した。 

海外における代表的な既存研究を取り上
げると、ICT ビジネスが急成長する米国では、
スタンフォード大アイゼンハート教授の研
究チームが複雑性理論と進化論モデルの視
点から「共進化」の重要性を断片的に論じて
いる（1）。彼女らの研究は 1990 年代の米国
ハイテク企業のケース研究を通じて斬新的
な学術的コンセプトを提供しているものの
「共進化」のメカニズムに関してミクロな戦
略や組織レベルまで踏み込んだ分析や考察
はなされていない。一方、MIT のクスマノ教
授らの研究チームが「プラットフォームリー
ダーシップ」というコンセプト（2）を提示
し、インテルなどハイテク企業における生態
系マネジメントの重要性を指摘している。し
かし彼らの研究は「共進化」がなぜどのよう
に生じるかというプロセスレベルでの分析
と考察には至っていない。またミシガン大の
プラハラード教授らの研究チームは ICT 時代
における「共創化」モデルの重要性を論じて
いるが（3）、彼らの「共創化」モデルの概念
は企業とコンシューマとの間の知識創造活
動に限定されている。またハーバード大のイ
アンシティ教授によるビジネスエコシステ
ム（4）の概念は実務家に多くの知見を与え
るが、「なぜエコシステムが生まれるのか？」、
「どのようにエコシステムを生み出してい
くのか？」、「エコシステム形成のプロセスは
どのようなものか？」に関してミクロな戦略
論および組織理論の視点から言及している
ものではない。 

 
これら米国における先行研究は ICT 分野の

イノベーション研究に新たな知見を与える
ものであるがいずれの研究も産業レベル又

は企業レベルというマクロレベルかつ静態
的な分析と考察が中心であり、「なぜ？どの
ように ICT イノベーションが生じたのか？」
をミクロレベルかつ動態的に説明するもの
ではない。もう少し具体的に述べると先行研
究における企業行動のプロセス分析が依然
ブラックボックスであり、結果としての要因
とこれらの関係性の分析に終始している点
がこれら先行研究の弱点でもある。 

一方、申請者が提案する「イノベーション
ネットワーク」や「共創化」および「共進化」
モデルの理論的フレームワークは、顧客も含
めた企業内外において実務家が主体的に形
成するリアルスペース＆バーチャルスペー
スでの複合ネットワークが生み出すミクロ
な時間軸上のダイナミックなイノベーショ
ンプロセスにある。本研究は米国を中心とし
た既存研究をよりミクロな視点からかつよ
りダイナミックなプロセス研究の視点から
分析・考察するところに本研究の意義と価値
があると申請者は考える。 
 
(1) S. Brown and K. Eisenhardt: Competing 
on the Edge, Harvard Business School Press 
(1998) 
(2) アナベル・ガワー＆マイケル・クスマ
ノ：「プラットフォーム・リーダーシップ―
イノベーションを導く新しい経営戦略」、有
斐閣 (2005)：  
(3) C.K.プラハラード＆ベンカト・ラマス 
ワミ：「価値共創の未来へ―顧客と企業の Co 
‐Creation」、ランダムハウス講談社 (2004) 
(4) マルコ・イアンシティ＆ロイ・レビー
ン：「キーストーン戦略 イノベーションを持
続させるビジネス・エコシステム」、翔泳社 
(2007) 
 
３．研究の方法 
本研究は企業へのインタビューを集中的に
行いデータ収集した。平成２２年度は新たな
命題や仮説など理論的フレームワークの抽
出とケース作成に取り組んだ。さらに新たな
理論的フレームワークの精緻化を図るため、
さらなるインタビューとアンケート調査(一
般性を確認するため関連業界の複数社を選
定)を実施し実証とケース研究を深めた。平
成２３年度は理論的フレームワークの考察
と新たな学術的および実践的インプリケー
ションを導出した。 
 
４．研究成果 
(1)ICＴ産業におけるビジネスモデルイノベ
ーション (例えば、製品・サービスおよびビ
ジネスイノベーション)がどのようなプロセ
スで生み出されるかというメカニズムを「共
進化モデル」および「知識統合モデル」とい
う視点から理論的かつ実証的に明らかにし



 

 

た。この研究目的のために申請者はマクロな
企業行動というブラックボックスを開け、組
織内外の実務家の思考と行動に着目し、戦略
的イノベーション、戦略転換、知識統合、組
織能力、組織構造、組織文化、リーダーシッ
プいうミクロな分析と考察から新たな理論
的フレームワークの導出と詳細な事例研究
を通じた新たなフレームワークの実証研究
を行った。そして「共進化モデル」および「知
識統合モデル」のベースとなる企業モデルの
コンセプトである「知識統合企業モデル」を
提示した。 
(2)本研究では、ICT 産業における「イノベー
ションコミュニティ」の形成を通じた新たな
ビジネスイノベーション実現のメカニズム
に関して、戦略、組織、技術、オペレーショ
ンそしてリーダーシップという視点から分
析した。そして米国、台湾、日本におけるハ
イテク企業の詳細な事例研究を通じて、「イ
ノベーションコミュニティ」形成のプロセス
と企業リーダーたちのマネジメントやリー
ダーシップに焦点をあてる。そして様々な既
存の境界 (技術・組織・企業・産業など)を
超越した企業リーダーたちの新たな戦略思
考である「境界視野（バウンダリービジョ
ン）」が、「イノベーションコミュニティ」の
形成を促進し新たなビジネスモデルイノベ
ーションを生み出していく源泉となること
を提示した。 
 特に、ICT 産業の主要なプレイヤーから構成
されるイノベーションプロセスに関して、以
下の知見が得られた。 
①Platform innovation には複数のビジネス
モデルが存在する。"Platform Innovators", 
"Application Innovators", "Content 
Innovators"という３つの"Knowledge 
Innovators"は相互に collaboration しなが
ら platform innovation である ecosystem の
構築・維持・発展を促進していく。 
②Ecosystem としての new business model の
構築には"Knowledge Innovators"間での
coordination & collaboration を通じた
co-creation & co-evolution のプロセスが重
要となる。 
③"Knowledge Innovators"による「ビジネス
モデルのマッチング」と「３つのシナジーの
追求」が ecosystem としての適切な利益構造
を創出していく。 
④"Knowledge Innovators"は多様なビジネス
モデルに対応したコラボレーションネット
ワークを構築し、これら複数のコラボレーシ
ョン形態の統合によりビジネスモデルの最
適化と platform innovation を実現していく。 
⑤多様なコラボレーションネットワークの
ための組織フラットフォームであるイノベ
ーションコミュニティ & Boundary networks
の形成が、多様な knowledge の sharing と

integration を加速していく。そして顧客や
外部パートナーを統合したイノベーション
コミュニティ & Boundary networks が「ハイ
ブリッドイノベーション（hybrid 
innovation）」による ecosystem を生み出し
ていく。 
⑥"Knowledge Innovators"の「dialectical 
thinking and action」 を基礎とした
「leadership integrative capability」が、
「Deep Involvement & high embeddness によ
る commitment」、「Resonance of value」、
「Trust building」という要素からなるイノ
ベーションコミュニティ & Boundary 
networks を生み出していく。 
(3) 本研究では「共進化経営」を促進するイ
ノベーションコミュニティ& boundary 
networks のコンセプトをこれまでの企業事
例の文脈から説明していく明らかにした。そ
して、「Boundary architects」が有する
「leadership integrative capability」が
多様な collaboration networks の形態と
leadership patternを統合し新たなイノベー
ションを創出するフレームワークを導出し、
以下に示すいくつかの知見を得た。 
①組織プラットフォームとしてのイノベー
ションコミュニティの特質は経営環境の変
化に対応して「Community of practice」、
「Teams of Boundaries」、「Collectivity of 
Practice」の３形態が存在する。特に「Teams 
of Boundaries」では creative dialogue が
促進され、「調和した知識」、「創造的コラボ
レーション」、「境界の連結」、「共有された思
考世界」という４つの弁証法的要素が重要と
なる。 
②これらイノベーションコミュニティの３
形態における collaboration networks の特
質や managers の leadership の形態も区々と
なる。イノベーションコミュニティ& 
boundary networks の形態には概ね６つの形
成パターンが存在し、企業の戦略目標に応じ
てこれらの collaboration networks はダイ
ナミックに変化する。 
③「Boundary architects」は戦略目標に応
じて多様なイノベーションコミュニティ & 
boundary networks の形成を通じた
collaboration networksを統合したりあるい
は使い分けたりすることで、戦略目標に応じ
た最適なコラボレーションのパターンを生
み出していく。 
④「Boundary vision」は新たな knowledge 
integration を通じた「hybrid innovation」、
「open innovation」、「closed innovation」
という多様なイノベーションを生み出して
いく見識眼となる。「Boundary architects」
は「Boundary vision」をベースにイノベー
ションコミュニティ & boundary networks 内
での多様なコラボレーションと leadership



 

 

を manage すべく「leadership integrative 
capability」を発揮しなければならない。 
⑤企業のイノベーションの先導役である
「Boundary architects」にとっての知見は
leadership を「連続的で変化するプロセス」
として認識する視点が重要となる。このよう
な「leadership as process」というコンセ
プトは、多くの leaders にとって、固定的な
leadership に捉われない柔軟で創造的かつ
戦略的な思考と行動のための重要な経営要
素となる。 
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